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評価調査結果要約表  
１．案件の概要 

国 名：ブルガリア共和国 案件名：ビジネス人材育成センタープロジェクト 

分 野：民間セクター 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部第一グループ 協力金額（評価時点）：2,614 万 4,000 円 

(R/D) ：2004年3月21日～ 

2007年3月13日

先方関係機関：国立ソフィア総合経済大学附属大学院

(延長)： 日本側協力機関：立命館アジア太平洋大学、東海大学 

 

協 力 期

間 

(F/U) ： 他の関連協力：ブルガリア経済エネルギー省 

１－１ 協力の背景と概要 

 ブルガリア共和国（以下、「ブルガリア」と記す）では、同国企業全体の 99％を占める中小企

業の経営者が実践的なスキルを得る機会がほとんどなく、実用的かつ容易に参加できるトレーニ

ングプログラムの設立が急務とされており、国家開発枠組みである「National Economic Development 
Plan 2002-2006（2002～2006年の中小企業振興国家計画）」においても、中小企業振興が重要施策

として掲げられている。このような状況下、国立ソフィア総合経済大学附属大学院（IPS）におい

て、中小企業経営者を対象にしたビジネスリーダー育成のためのコースが設立されることとなり、

実践的な経営手法に係るトレーニングプログラムの整備を目的とした技術協力を日本政府に要請

してきた。 

 

１－２ 協力内容 

 長期専門家派遣（ビジネス人材育成センター/経営戦略、マーケティング及び販売促進、ビジネス

センター運営）、短期専門家派遣（生産管理、マーケティング・戦略、現場改善指導、日本的経営、

TQM・品質管理、マーケティングマネジメント）、及び本邦における研修を通じて、特に日本におけ

る経営の事例を中心として、実践的経営手法に関する技術移転を行う。 

（１）上位目標 

  １）プロジェクトで確立された研修コースに参加する中小企業（SME）経営者の経営手法が強

化され、それぞれの企業において具体的な成果が現われる。 

  ２）ブルガリア関連機関により、ビジネス人材育成センター（MSDC）の実践的教育の質が維

持され、センターが更に発展する。 

（２）プロジェクト目標 

 SME 経営者のための実践的な MSDC が IPS の中に確立される。 

（３）成 果 

  １）ブルガリア SME 経営者の実務的スキルを強化するために必要なビジネス・コースが IPS で

開発され改善される。 

  ２）指導教材や指導手法が改善されたコースのために開発され、維持される。 

  ３）上述のコースのための IPS の管理者、講師陣が強化される。 

  ４）研修コースへの参加者（特に SME 経営者から）に関する有効なリクルート方法が研究さ

れ、系統だったやり方が確立する。 

  ５）卒業生のためのアフターサービスとモニタリングが IPS で準備される。 

 

 



（４）投 入（評価時点） 

日本側：総投入額 2,614 万 4,000 円 

長期専門家派遣  ３名 機材供与 ０円 

短期専門家派遣 １１名 ローカルコスト負担 ０円 

研修員受入 １２名 その他 ０円 

相手国側： 

カウンターパート（C/P）配置  ８名 ローカルコスト負担（事務室光熱水料等） 

２．評価調査団の概要 

調 査

者 

（担当分野：氏名：職位） 

団長・総括 榎下 信徹 国際協力機構 専門技術 嘱託 

ビジネスコース運営評価 仲上 健一 立命館アジア太平洋大学 副学長 

評価分析 岩瀬 信久 有限会社アイエムジー 

評価管理 割石 俊介 国際協力機構 経済開発部 中小企業チーム 

  Jr.専門員 

  2006 年 9 月 1 日～2006 年 9 月 14 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

 過去２年半の協力において、強固な基盤が適切に整備されており、また、以下の点が確認さ

れていることから、プロジェクト目標を達成する可能性は高い。なお、大学内での、MSDC 運営

に関する役割の明確化、責任体制の構築が持続性の点で重要である。 

１）各種コース、セミナーの参加者合計が 500 名を超える可能性が高い。 

２）受講生へのアンケートにおいて、実務に適用可能であるとの評価が 70％を超えている。 

 

（２）成果の達成度 

 以下のとおり、成果を達成する可能性は高い。 

１）これまでに、Global Management and Leadership コースなどが開発、実施された。 

２）各科目のシラバス、教材、及び日本企業による経営のケーススタディが整備された。 

３）研修コースの企画、調整、実施にかかわる計画管理は、５名の C/P と日本人専門家によっ

て共同運営されている。また、MSDC の運営のための専従スタッフも 1 名配置されている。

今後、プロジェクト終了後の運営体制について、C/P 内における役割分担が必要である。 

４）同窓会ネットワーク、インターネット等の媒体を活用して、おおむね満足できる水準で受

講生の確保が行われた。 

５）卒業生に対するモニタリングは、協力終了時までに実施される予定である。また、同窓会

が設立されたが、情報提供程度の活用にとどまっており、今後、有効的な活用方法の検討が

必要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

 ブルガリア国家開発計画の枠組みの中に位置付けられる「National Economic Development Plan
2002-2006（2002～2006 年の中小企業振興国家計画）」に示されるように、中小企業振興はブル

ガリア政府の優先課題である。本件協力は、IPS に設置されたビジネスリーダー育成のためのコ

ースを支援するものであり、民間セクターの競争力強化を図ることで中小企業振興に寄与する



ことを期する。また、日本の政府開発援助（ODA）政策は市場経済化促進支援に重点を置いて

おり、本プロジェクトの上位目標と合致している。 

 

（２）有効性 

 IPS に設置された MSDC は定期コースを開発し、既に４回成功裡に実施している。ほぼ、す

べての定期コース卒業生がコースに対する高い満足度を示し、習得・向上した知識やスキルを

実践しようとする意欲を有していることが確認された。プロジェクト終了までに、モジュール・

セミナーと特別セミナーへの参加者を含めた合計 500 名の参加者という目標は達成される見込

みである（調査時点においてコース受講者 70 名、セミナー参加者約 420 名）。また、コースカ

リキュラム、テキスト開発も整備されており、MSDC の確立という目標に向けた有効性は高い

ことが確認された。一方で、MSDC の評価を、更に幅広く民間セクター間に広めていく必要が

あり、質の高い卒業生を輩出するとともに多数のコース応募者を得ることによる好循環を形成

していくことが、有効性向上のために必要である。 

 

（３）効率性 

 高い意欲とプロジェクト目標やインパクトに関する高い理解度を有する５名の C/P が適切に

確保され、日本側とブルガリア側のコミュニケーションとチームワークも大変優れた水準で確

保された。C/P と日本人専門家が参加する週 1 回の定例会議に加えて、必要に応じて会議が開

かれるなど、密接なコミュニケーションが確保された。 

 一方で、プロジェクト終了後、MSDC が継続的に運営されていくためには、関連機関や SME
を含む民間セクター、潜在顧客や卒業生との強固な協力関係の構築を図ることが重要である。

MSDC への十分な人員配置など、管理・運営が今後、一層、組織化・効率化されることが必要

である。 

 

（４）インパクト 

 終了時評価のインタビュー調査では、定期コース受講生が IPS の MSDC 研修によって経営の

実践的な知識とスキルの両面での大きな向上があったと認識しており、ブルガリア SME の業績

向上に寄与し得ると考えられる。しかし、受講生と卒業生の規模は大きなインパクトを期待す

るには、依然小さいレベルにとどまっており、今後の継続的なコース実施、質の高い卒業生の

輩出が求められている。また、上位目標の達成のためには、継続的な支援が得られるよう、大

学及び民間セクター等との連携を強化していくことが必要である。 

 

（５）自立発展性 

 IPS は、社会人のための実践的経営スキルの教育機関として、技術面での高い自立発展性を有

するが、そのなかで、MSDC は、組織運営のための基盤整備途上にあり、民間セクターや経済

エネルギー省等政府機関との効果的、具体的な協力関係構築を進めていくことが求められる。

また、定期コースのみで支出を賄うだけの収入を上げることは現実的ではなく、財務的な脆弱

性を克服するための方策の検討が自立発展性の確保に必要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 中小企業経営者ニーズに基づく、短期専門家の専門分野の特定や、本邦研修を通じた IPS 講

師陣による日本的経営事例の調査、ケーススタディの作成など、ビジネスコースでの実用性を



重視した協力計画が効果発現に大きく寄与した。 

（２）実施プロセスに関すること 

 専門家の専門分野、資質、派遣タイミングがプロジェクト成果を達成するのに十分に貢献し

た。また、合計６名の IPS 講師・管理者と、受講生のうち、成績優秀な 16 名のブルガリア企業

マネージャーが本邦研修を受けたことにより、日本式の実践的な経営スキル研修の手法と経営

手法の双方の理解を通じた能力向上を実現し、プロジェクトの効果発現に大きく貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

 特になし 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 MSDC は、財務、運営とも IPS と不可分となっており、その運営は教授陣の兼務体制により

行われている。また、財務面でも独立採算制ではないため、運営体制における財務面での危機

感は少ない。そのため、受講生の確保など、長期専門家を中心に行われている状況がみられ、

プロジェクト終了後の自立発展性の視点では、運営に関する役割の明確化、責任体制の構築が

重要な課題である。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクトは、ブルガリアの民間セクター開発分野、特に中小企業の発展にかかわる我が国

と同国との間の協力の成功例とみなすことができる。一方で、自立発展性を確保していくために、

本プロジェクトの終了を見据えた全体的な戦略と行動計画を策定し、実施できるように、MSDC の

計画・管理機能をさらに強化・洗練させていくことが重要である 

 

３－６ 提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 より高い効果を得るために、プロジェクトの残り期間中に次の対応を取るように提言した。また、

大学における MSDC の運営体制、責任体制の明確化も重要な点である。 

（１）モジュール・セミナーと特別セミナーを更に開催し、MSDC の知名度と収入の増加を図るこ

と。 

（２）卒業生に対するアンケート調査を実施し、どのような MSDC によるアフターサービスが期待

されているかを把握するとともに、卒業生のフォローアップと継続的なモニタリングを実施す

ること。複数の卒業生を短時間の講師として招聘し、MSDC 卒業後の彼ら自身の経営面での実

践にかかわるケースを紹介してもらい、定期コースの実践的かつビジネス的側面の強化と民間

セクターとの関係強化を図ること。 

（３）MSDC ウェブサイトをより頻繁に更新し、様々なプロモーション活動を強化すること。 

（４）開発されたコース教材を体系的に蓄積・維持していく仕組みを構築し、最終的には MSDC 図

書館のような情報の集積機関を実現するように準備を進めること。 

（５）MSDC 発展のために、経済エネルギー省やブルガリア中小企業振興庁との協力関係を継続・

強化して、継続的支援を得られるようにすること。 

 

３－７ 教 訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 本プロジェクトでは、ビジネスコースの確立というプロジェクト目標のための投入に加えて、SME



における具体的成果という上位目標へのインパクトを念頭に、受講生に対する本邦研修を実施した。

受講内容の実践を図る企業経営者も現われており、講師陣及び受講生という双方への働きかけが、

大きなインパクトを与えている。一方、大学におけるコース設置においては、その運営体制が重要

となる。特に、多忙な教授陣が運営面にもかかわらざるを得ない状況では、より効率的、組織的な

体制の整備が必須であり、ビジネス界等との連携体制の構築も検討されなければならない。  
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 派遣経緯 

 1991年にブルガリア共和国（以下、「ブルガリア」と記す）に対する我が国の援助が開始されて以

来、市場経済化の促進は同国における開発課題の最も重要な位置を占めている。独立行政法人国際協

力機構（JICA）では研修員受入や専門家派遣などを通じ、市場経済に適応し得る人材の育成を支援し

てきた。 

 特に、1999年から3年間にわたり重要政策中枢支援「産業政策」プロジェクトを実施し、ブルガリア

経済省をはじめとする行政面での人材育成、産業政策策定に必要となる産業調査、輸出振興のための

各種情報ツールの開発などの支援を行った。 

 本プロジェクトは、上記プロジェクトで上流の政策支援を実施したことを受け、そのターゲットグ

ループを経済活動の主体である（中小）企業経営者に移し、直接民間セクターの競争力を高める支援

を行うことを意図したものである。 

 ブルガリアでは、同国企業全体の99％を占める中小企業の経営者が実践的なスキルを得る機会がほ

とんどなく、実用的かつ容易に参加できるトレーニングプログラムの設立が急務とされていた。この

ような状況の下、国立ソフィア総合経済大学附属大学院（IPS, UNWE）をカウンターパート（C/P）に、

中小企業（SME）経営者を対象にしたビジネスリーダー育成のためのコースが設立され、実践的な経

営手法に係るトレーニングプログラムを整備することを目的として、2004年３月から３年間の協力を

実施している。 

 プロジェクト開始後２年半が経過した 2006 年８月時点で、延べ約 80 名が本プロジェクトにより開

発されたレギュラーコースを受講しており、現在は 2006 年 10 月より開始される秋学期の受講生募集

へ向け準備を行っているところである。 

 2006 年９月で協力期間（2004 年３月～2007 年３月※）が残り６か月となることから、以下の目的

により本調査団を派遣することとした（※本邦研修は４月若しくは５月に及ぶ）。 

 

１－２ 派遣目的 

（１）技術協力の進捗状況及び目標の達成状況を確認したうえで、評価５項目に基づきプロジェク

ト終了時評価を実施する。 

（２）協力を予定どおり終了することの可否を検討する。 

（３）協議結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換する。 

 

１－３ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 榎下 信徹 JICA 専門技術 嘱託 

ビジネスコース運営評価 仲上 健一 立命館アジア太平洋大学 副学長 

評価分析 岩瀬 信久 有限会社アイエムジー 

評価管理 割石 俊介 JICA 経済開発部 中小企業チーム Jr.専門員 
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１－４ 調査日程 

 
日数 日付 曜日

団長／ビジネスコース運営評価
／評価管理

評価分析

1 9/1 金

11:35 成田初　NH209
16:35 フランクフルト着
19:55 フランクフルト発　LH3358
23:00 ソフィア着

11:00-12:30　IPSとの協議（2名）
　　　　 （技術移転状況調査、資料収集）

          加藤専門家インタビュー

3 9/3 日 回収質問票分析

9:30-10:30　 BSMEPAへのインタビュー

11:00-12:00　BCCIへのインタビュー

13:30-14:30　ヴァシレエヴァ教授インタビュー

14:30-15:30　ドラマリエヴァ教授インタビュー

15:30-16:30　V.ペトロヴァさんインタビュー

(仲上先生) 13:30-14:30　経営者帰国研修員インタビュー

17:50 大分発　NH198 15:00-16:00　経営者帰国研修員インタビュー

19:20 羽田着 16:30-17:30　スラヴォヴァ教授インタビュー

6 9/6 水

11:35 成田発　NH209
16:35 フランクフルト
19:55 フランクフルト発 LH3358
23:00 ソフィア着

評価レポート案作成

10:00-11:00　ネデルチェヴァ教授インタビュー

11:00-12:00　ドラガノフ氏インタビュー

15:00-16:00　日本大使館報告

14 9/14 木

12:00-13:30　Joint Coordination Commettee

9:00-12:00　 JICA事務所打合せ（評価分析団員からの報告・評価実施方針の確認）

9/7

火

12:00-13:00　日本大使館表敬

15:00-17:00　ブルガリア経済省表敬・方針説明

木

4 9/4 月

14:50     成田着
（仲上先生）
18:50     羽田発 NH197
20:20     大分着

10:30-17:00　IPSとの協議（ミニッツ本文、合同評価報告書について）

14:25     ソフィア発 　　　LH3431
15:45     フランクフルト着
20:45     フランクフルト発 NH210

9:00-11:30　 IPSとの協議（ミニッツ本文及び合同評価報告書最終案について）

16:30-17:30　JICA事務所打合せ

9:00-12:00   ミニッツ・合同評価報告書最終確認

10:30-11:00　ミニッツ署名
11:00-12:30  昼食会

ミニッツ及び合同評価最終報告書作成・修正

水9/1313

15:00-16:00　専門家との打合せ

13:30-14:30　ブルガリア側評価チームとの打合せ

資料整理（団長・仲上先生はカザンラク視察）

7

11

9

火9/12

10:30-11:30　IPSマルコフ所長表敬

 9:00-10:30　ビジネスコース視察

13:30-16:00　セミナー（仲上先生の講演会）
月9/11

9/9 土

日

12

8

9/1010

金9/8

5 9/5
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第２章 調査結果 
 

２－１ 調査結果 

調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）（目

標・成果） 

   

０－１ 上位目標 

１．プロジェクトで確立さ

れた研修コースに参加す

る SME 経営者の経営手法

が強化され、それぞれの

企業において具体的な成

果が現われる。 

 

２．ブルガリア関連機関に

より、ビジネス人材育成

センター（MSDC）の実践

的教育の質が維持され、

センターが更に発展す

る。 

・中間評価時点では 

 「上位目標１については、プ

ロジェクト終了後数年をかけ

て達成される確率は中間評価

段階で高いといえる。一方、

上位目標２に関しては、一定

の条件が確保されることを条

件に、達成の見込みが高まる」

とある。 

・一方、「現在以上の受講生数と

提供する教育の質を維持する

ための具体的な方策へ結びつ

くことが必要」との指摘がな

された。 

・研修コースの卒業生

の 50％以上が各自の

経営上の具体的成果

を上げるために貢献

したと評価している

かどうか確認する。

・プロジェクト終了後

（少なくとも３年

間）も引き続き同様

の数の参加者数を維

持することが見込ま

れるかどうか確認す

る。 

 

・上位目標１は長期的に達成

可能と判断できる。多くの

定期コース受講生が既に

様々なスキルと知識を企

業現場で実践し始めてお

り、将来的に企業業績の向

上につながることが期待

できる。 

・上位目標２は PDM 上の外

部条件である「大学と関連

するその他機関が開発さ

れたセンターとコースを、

財政的、制度的に支援継続

する」が確保される場合に

のみ達成可能である。 

０－２ プロジェクト目標 

・ SME 経営者のための実践

的な MSDC が IPS の中に

確立される。 

 

・中間評価時点では 

 「アウトプットの着実な達

成、プロジェクト目標を測る

指標の達成の可能性の進展か

ら鑑みるに、課題に対する今

後一層の努力が図られるなら

ば、プロジェクト終了時まで

に、プロジェクト目標が達成

の見込みは高い」とある。 

・ 2006 年 8 月時点で約 80 名が

レギュラーコースを受講。 

・レギュラーコース、

単発のセミナーなど

MSDC により提供さ

れるプログラムへの

参加者が 500 名を超

える見通しが立つか

どうか確認する。 

・また、研修コースが

各自の経営にとって

実務に適用可能であ

るとの評価が指標で

ある 70％を超えるか

確認する。 

・全体として、PDM に記述さ

れたプロジェクト目標を達

成するための強固な基盤が

適切に整備された。改善・

強化されるべき課題もいく

つかあるが、過去２年半の

実績を基礎として、本プロ

ジェクトがプロジェクト目

標を達成する可能性は高

い。 

・各種コース、セミナーの参

加者合計が 500 名を超え

る可能性は高い。 

・実務に適用可能であるとの

評価は受講生へのアンケー

トでは70％を超えている。

０－３成果 

・成果１：ブルガリア SME

経営者の実務的スキルを

強化するために必要なビ

ジネス・コースが IPS で開

発され改善される。 

・中間評価時点では、 

 「着実に達成されつつある」

とある。 

・同時点では｢Global Management 

and Leadership」、「Management 

in Japan」など２種類における

３個のカリキュラムの開発・改

定が確認された。 

・指標である「少なく

とも３種類４個以

上」が最終的に開

発・改善されるか確

認する。 

 

・順調に進捗しており、達成

が高い確率で期待される。
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調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

・ 成果２：指導教材や指導手

法が改善されたコースの

ために開発され、維持され

る。 

・中間評価時点では、「着実に達

成されつつある」とある。 

・中間評価以降の、指

導教材シラバス、手

法に関するマニュア

ルの整備状況を確認

する。 

・ 研修のための必要な教材

が適切に開発された。各

科目のシラバスが書面に

て用意された。パワーポ

イント資料等の配布資料

を含めて、書面として簡

易製本された教材が大多

数の科目で整備された。

日本企業の戦略や経営を

記述した 10の新たなケー

スが開発された。これら

教材の質が多くの参加者

によって高く評価されて

いることが、終了時評価

調査でのアンケート・面

接調査で明らかとなっ

た。将来的には、これら

の教材を MSDC 図書館で

蓄積して、MSDC と IPS

の講師とスタッフに容易

に利用できるようにして

いくことが必要である。 

・ 成果３：上述のコースのた

めの IPS の管理者、講師陣

が強化される。 

 

・ 中間評価時点では、「着実に達

成されつつある」とある。 

・ 中間評価報告書では管理運営

者について「プロジェクト終

了後に専門家が引き上げた場

合においても確実にブルガリ

ア人の管理運営者がビジネ

ス・コースを遂行することを

確実にしていくことがプロジ

ェクト後半の課題となる」と

指摘している。 

・ 中間評価以降、管理

者及び講師陣が引き

続き強化されている

かどうか確認する。

・ 管理運営者が専門家

の助けなくビジネ

ス・コース運営をで

きるかどうか確認す

る。 

 

・ MSDC 活動のために、ほぼ

フルタイムのスタッフが

１名配置されている。プロ

ジェクト開始時の当初デ

ザインに従い、主要カウン

ターパート（C/P）はすべ

ての時間を MSDC 活動に

費やしている訳ではない。

研修コースの企画、調整、

実施にかかわる計画管理

機能はこれまで日本人専

門家と５名の C/P とによ

って分担（共同運営）され

てきた。プロジェクト終了

後は IPS 経営管理全体の

下で、MSDC 管理機能を

IPS 講師陣・管理者が責任

を分担しながら継続して

いくことが期待（予定）さ

れている。 
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調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

・ 成果４：研修コースへの参

加者（特に中小企業経営者

から）に関する有効なリク

ルート方法が研究され、系

統だったやり方が確立す

る。 

 

・中間評価時点では「成果は出

つつあるが、同窓会などのネ

ットワークを通じた宣伝や、

ソフィア以外でのセミナー活

発化などにより、更なるリク

ルート方法に関する努力が期

待されている」とある。 

・ リクルート能力を測るため

に、指標として問い合わせ件

数（各セメスターにつき 30 名

以上）を採用することとした。

・ 2006 年春学期ではそれまでの

実績を大きく下回る 7 名の受

講生となった。現在秋学期で

の受講生増加に向けて各種プ

ロモーションを企画・実施中

・ 問い合せ件数、応募

者数を確認し、また、

実際に行われた受講

生募集活動を確認

し、どのようなリク

ルート方法を有効な

ものとして確立しよ

うとしているかを確

認する。 

 

・2004 パイロット・コース、

2005 春学期、2005 秋学期

の当初３回の定期コース

の問い合わせ件数と最終

入学者数は、それぞれ 120

→85→90、22→28→35 で、

おおむね満足すべき水準

で推移した。しかし、2006

年春学期の問い合せ件数

と最終入学者数はそれぞ

れ 30、７と激減した。た

だし、参加者の質は大変高

いと評価されている。

MSDC は応募者の質量両

面での増加に努力を払っ

ているが、質の高い受講生

を集めたうえで、研修コー

スを更にレベルアップさ

せることで、目標数値を確

保していくためのプロモ

ーション活動を、より体系

的に行っていく努力が継

続的に必要である。 

・成果５：卒業生のためのア

フターサービスとモニタ

リングが IPS で準備され

る。 

・中間評価時点では「プロジェ

クト実施の後半において実現

がなされていく内容のアウト

プットであり、その準備が開

始された」とある。 

 

・中間評価以降、卒業

生に対するモニタリ

ングが質問表を用い

て定期的に行われて

いるか確認する。 

・卒業生の同窓会の設

立状況、また IPS 内の

卒業生支援体制につ

いて確認する。 

・質問表を用いてのモニタ

リングについては今まで

行われていないが、残り

６か月の間に実施する予

定である。 

・同窓会については設立さ

れたが、時々セミナーなど

のイベントの情報を流す

程度にとどまっており、有

効活用が課題である。 

Ａ．実績・実施プロセスに係

る情報 

   

１．実 績    

１－１ 投 入    

1-1-1 日本側 長期専門家： 

【2004 年３月～2006 年３月】：

２名 

・MSDC/経営戦略（松崎浩） 

・実績を確認し、結果

を合同評価報告書に

添付する。 

・合同評価報告書 ANNEX6

のとおり。 
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調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

・マーケティング及び販売促進

（追谷和夫） 

【2006 年３月～ 】：１名 

・ビジネスセンター運営（加藤

益雄） 

 短期専門家： 

【2004 年度実績：延べ４名】 

・生産管理（松田勲） 

・マーケティング・戦略（飯山

修） 

・現場改善指導（松田勲） 

・日本的経営（中田行彦） 

【2005 年度実績：延べ５名】 

・TQM・品質管理（松田勲） 

・マーケティングと顧客対応（飯

山修） 

・日本の経営（久原正治） 

・マーケティング管理（飯山修）

・日本的経営（久原正治） 

【2006 年度実績(８月迄)：延べ

２名】 

・マーケティングマネジメント

（飯山修） 

・日本の経営（久原正治） 

・実績を確認し、結果

を合同評価報告書に

添付する。 

同 上 

 機材供与： 

・プロジェクトチームにて資料

取りまとめ中 

 ・合同評価報告書 ANNEX8

のとおり。 

 研修員受入: 

・IPS の教員を対象とした C/P 研

修については2006年度につい

ては 10～12 月か 2007 年１～

３月の実施を予定していた

が、双方の予定が折り合わず、

過去の研修時期同様の３～５

月で調整中。 

【2004 年度実績：延べ 12 名】 

・MSDC 運営手法 

・Iordan BLIZNAKOV 

・Bojana NEDELTCHEVA 

・MSDC 指導手法 

・Antoaneta VASSILEVA 

・Ivan STOYCHEV 

・2007年３～５月が IPS

教員の立命館アジア

太平洋大学(APU)に

おける研修時期とな

った場合は、プロジ

ェクト終了期間であ

る 2007 年３月を超え

るためその旨但し書

きをミニッツに記載

する。 

・終了時期については左記の

とおり確認し、ミニッツに

記載した。 

・研修参加者については合同

評価報告書 ANNEX7 のと

おり。 
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調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

・SME 経営者プログラム 

・Nina KRUSHEVA 

・Silvia MONOVA 

・Iliya KRASTEV 

・Petko IVANOV 

・Dimo YORDANOV 

・Boyan KARSHAKOV 

・Ivaylo FILIPOV 

・Todor VASEV 

 現地業務費： 

・2003 年度 0 円

・2004 年度 6,175 千円

・2005 年度（9月まで） 

 4,632 千円

・現地業務費の執行管

理状況を、帳簿・備

品管理簿により、確

認する。 

・合同評価報告書 ANNEX11

のとおり。 

1-1-2 ブルガリア側 C/P： 

中間評価時点での C/P 配置状況

は次のとおり。 

(Management Level) 

・Iordan BLIZNAKOV 

・Bojana NEDELTCHEVA 

  (Counterpart lecturer of  

  Japanese experts) 

・Antoaneta VASSILEVA 

・Ivan STOYCHEV 

・Mlanka SLABOVA 

・Jivko DRAGANOV 

・実績を確認し、結果

を合同評価報告書に

添付する。 

・合同評価報告書 ANNEX5

のとおり。 

 

 建物・施設・機材： 

・プロジェクトチームにて資料

取りまとめ中。 

・機材の利用状況を取

りまとめ、合同評価

報告書に添付する。

・合同評価報告書 ANNEX9

のとおり。 

 プロジェクト総経費： 

2003 年度 0 千 Lv

2004 年度 14 千 Lv

2005 年度（8 月まで） 24 千 Lv

＊１Lv は約 77 円（2006 年 8 月

 25 日現在） 

・予算と実績値を確認

し、合同評価報告書

に添付する。 

・合同評価報告書 ANNEX10､

12 のとおり。 

２．実施プロセス    

２－１ PDM ・中間評価以前に使用されてい

た PDM は指標が不明確であ

ったため、中間評価時に PDM

バージョン２を作成した。 

・終了時評価用の PDM

は作成せず、中間評

価 時 に 作 成 し た

PDM バージョン２

を使用。 

・合同評価報告書 ANNEX1

のとおり 
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調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

２－２ プロジェクト運営

計画表（PO）等業務管理

諸表ほか 

・中間評価時に改定版を作成。 ・改定後の PO に照ら

して進捗を確認す

る。 

・合同評価報告書 ANNEX2

のとおり 

２－３ プロジェクトから

の報告体制 

・半年に１回の実施運営総括表

及び月次報告書の提出があ

り、関係者間の情報共有は適

切に行われている。 

・引き続き適切に行な

われる体制であるこ

とを確認する。 

 

・適切な運営体制が確認され

た。 

２－４ 合同調整委員会

（JCC） 

・約半年に１回開催されており

プロジェクト実施関係者は、

JCC から支援を得ていると感

じていることが中間評価で確

認された。 

・形式的ではなく、プ

ロジェクト運営に関

し実質的な協議がで

きているか確認す

る。 

・適切な運営がされている

ことが確認された。 

２－４プロジェクト内会議 ・確認中。 ・実績について確認す

る。 

・毎週の会議開催が確認さ

れた。 

２－５ C/P との定例会議 ・2006 年３月時点の実施運営総

括表では「IPS 側の C/P が５名

に増え」たことで「チーム全

員が揃う定例会議の開催は却

って困難になった」ものの「プ

ロジェクトの運営にかかわる

基本部分は引き続き全員のコ

ンセプトが一致しており、実

施運営面で大きな支障に至っ

ていない」とされている。 

・実績について確認す

る。 

・毎週の会議開催が確認さ

れた。 

Ｂ．評価５項目に基づく評価

にあたっての論点（評価設

問） 

   

１．妥当性    

＊ブルガリアの国家計画と

の整合性 

・中間評価時点では「2000～2006

年の期間を対象とする「SME

振興国家戦略」を通じた SME

振興が産業競争力政策の一環

として推進されており、本プ

ロジェクトのめざす方向がブ

ルガリアの政策と合致するこ

とが確認された」とある。 

・左記政策、その他関

連する政策について

確認する。 

 

・「2002～2006 年の SME 振

興国家計画」ではブルガリ

ア産業の競争力強化のた

めに SME マネージャー人

材育成が必須であると認

識されており、プロジェク

ト目標、上位目標、成果は

SME 振興を優先分野に掲

げるブルガリアの国家開

発計画と大変よく合致し

ている。 

＊裨益者のニーズとの整合

性 

・中間評価時点では「コースの

提供する内容は大いに SME 経

・評価グリッド（付属

資料）の小項目に沿

・主要なターゲットグルー

プとして IPS 講師陣が、
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調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

営者のニーズに合致すること

が明らか」であり、一方講師

陣にとっては「実践的経営手

法、日本的経営、それを教授

する教育手法を学ぶことに対

する強いニーズが存在してい

る」ことが確認された。 

ってニーズの設定、

把握の適切さなどに

ついて確認する。 

最終受益者として SME マ

ネージャーが設定された

が、これは SME の効果的

な人材育成を図るうえで

適切だった。プロジェクト

の初期段階で 1,800 社以

上に対するニーズ調査が

実施され、潜在顧客のニー

ズ実態の把握・分析が行わ

れた。コース参加者に対す

るアンケート調査も定期

的に行われた。 

＊日本の援助事業としての

妥当性 

１．市場経済化、２．環境保全、

３．農業振興が対ブルガリア技

術協力の重点分野となってお

り、市場経済化支援の内容には

企業の経営能力向上・SME 支援

が含まれており、本プロジェク

トが上位目標として設定する開

発目標と合致している。 

・日本の国別援助計画、

JICA 国別事業実施計

画との整合性を再確

認する。 

・本プロジェクトは、ブルガ

リアの市場経済化促進へ

の支援に重点を置く日本

の政府開発援助（ODA）政

策に合致している。 

＊その他：他ドナーの類似事

業と連携・デマケ 

・情報収集中。 ・他ドナーの類似事業

との連携・デマケに

ついて確認する。 

・IPS の MSDC はインターラ

クティブな手法、ケース、

日本の経営経験を利用し

た実践的な経営スキル・ト

レーニングを提供する大

変、特徴的な教育プログラ

ムと認識されている。多く

の他ドナー、特に欧州連合

（EU）が SME 人材育成分

野の種々のプログラムを

提供してきたが、このよう

なトレーニングを定常的

に提供する教育機関を支

援する、よく知られたドナ

ー活動は存在しない。 

２．有効性 ・中間評価時点では「プロジェ

クトの有効性は、設定された

５つのアウトプットの着実な

る実現によりプロジェクトが

進捗していることから、高い

と判断できる」と評価された。

 

・下記項目について評

価グリッドに沿って

確認する。 

１．アウトプットの達成

２．ブルガリア SME 人

材育成への貢献 

３．目標達成に貢献し

・評価グリッド表参照。 



 

－10－ 

調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

た要因 

４．目標達成を阻害し

た要因 

３．効率性 ・中間評価時点では「投入され

たものがアウトプットに効果

的に転換されていること、成

果が現れつつあることを考慮

すると、プロジェクトの効率

性は、おおむね高いといえる」

と評価された。 

・下記項目について評

価グリッドに沿って

確認する。 

１．日本側投入の適切さ

２．ブルガリア側の投入

３．プロジェクト支援

体制の適切さ 

４．プロジェクト実施

コスト 

５．効率性を阻害した

要因 

・評価グリッド表参照。 

４．インパクト ・中間評価時点では「既に卒業

生は、当該コースで獲得した

ビジネス・スキルを実際の経

営に応用し始めていることか

ら、長期的なインパクトが発

現し始めている。また、個人

主義の強いブルガリアにあっ

て、受講生同士やその指導に

あたる講師陣の間において

も、チームワークの重要性が

実感され始めているなどイン

パクトは大きい」と評価され

た。 

・下記項目について評

価グリッドに沿って

確認する。 

１．上位目標達成の見

込 

２．経済面への波及効

果 

３．社会面への波及効

果 

４．その他の波及効果

 

・評価グリッド表参照。 

５．自立発展性 ・中間評価時点では「組織的自

立発展性」について「IPS が

SME 振興に果たす役割の重要

性がブルガリア政府にも認識

されており、今後も引き続き

政策的支援が見込まれ、組織

的な観点からの自立発展性に

ついて高いと判断できる」と

評価された。 

・「財政的自立発展性」について

は「円滑な予算執行、将来の

財源確保が必ずしも十分とは

いえない。」とし、継続的な維

持のために十分な学生が集ま

ること、学生が増加した場合

・下記項目について評

価グリッドに沿って

確認する。 

１．制度面 

２．組織面 

３．財政面 

４．技術面 

 

 

・中間評価時点の下記

提言がその後どのよ

うにフォローされて

いるか確認する。 

１．MSDC の財政的観

点からの自立発展性

・評価グリッド表参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．IPS/MSDC の財政につい

ては、大学の制度改革によ



 

－11－ 

調査項目（留意点） 過去の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果 

に、その運営に対応する教授

陣やスタッフが拡大されるこ

と、そして「MSDC のセール

スポイントである日本人講師

の招聘やブルガリア人研修生

の日本派遣をプロジェクト終

了後どのように展開していく

か財政的観点から検討し、確

保するという条件が示された

場合に初めて、経済的観点か

らの自立発展性が高いと表現

できる」とされた。 

・「技術的自立発展性」について

は「高い」と評価された。 

を確保することを目

的として、現在検討

されている計画や可

能性を実現するため

に必要な行動を起こ

すこと。 

２．プロジェクト実施

におけるブルガリア

側イニシアティブの

更なる促進を図るこ

と。 

３．将来の協力パート

ナーである周辺国と

のネットワーキング

活動をさらに推進す

ること。 

り独立採算ではなくなっ

た。MSDC が単体で採算を

取れる状態にはまだ至っ

ておらず、具体的な行動は

起こされていない。 

２．特に現長期専門家にな

ってからブルガリア側の

イニシアティブを促すス

タンスで望んでいること

から、イニシアティブは高

まっていると言える。予算

面でも、校舎や壁紙の改装

をブルガリア側の予算で

行うなどの積極的な対応

がみられる。 

３．マケドニアとの交流を計

画中であるなど、周辺国と

のネットワーキングには

取り組みが認められる。 

 

２－２ 評価５項目に基づく調査結果 

 ２－２－１ 妥当性 

 本プロジェクトはブルガリア政府の政策とターゲット・グループのニーズに対して妥当性が大変

高い。日本政府の支援政策にも合致している。 

 

 国家開発計画の枠組みのなかに位置づけられる「National Economic Development Plan 2002-2006
（2002～006 年の中小企業振興国家計画）」に示されるように、SME 振興はブルガリア政府の優先課

題である。ブルガリアでは、これまで現代経営手法に関する実践的なトレーニング手法を開発する

機会が、十分になかったことから、主要なターゲット・グループである IPS 講師陣のニーズは非常

に高い。さらに、プロジェクトはグローバル経済下での実践的な知識とスキルを開発（習得）した

いという意欲をもつブルガリア民間セクター人材、特に中小企業人材の強いニーズに適合するもの

である。日本の ODA 政策は市場経済化促進支援に重点を置いており、本プロジェクトの上位目標

と合致している。2007 年に EU 加盟をめざしているブルガリアに対して、EU 内での競争が激しく

なるとの観測に基づき、我が国は SME の経営能力強化を技術協力の重点分野としている。同時に、

IPSの本プロジェクトにおける実施機関としての妥当性も終了時評価でのインタビュー調査で確認

された。 
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 ２－２－２ 有効性 

 本プロジェクトは高い有効性をもつと評価される。 

 

 過去２年半の成果を受けて、本プロジェクトはプロジェクト目標を達成する高い可能性をもつ。

IPS に設置された MSDC は定期コースを開発し、既に４回にわたり成功裡に実施しており、スケジ

ュールどおりに５回目の実施を予定している。ほぼすべての定期コース卒業生がコースに対する高

い満足度を示し、習得・向上した知識やスキルを実践しようとする意欲を有している。しかし、募

集方法の体系化が進まず、十分なプロモーションができなかったことにも起因して、2006 年春期コ

ースの応募者は激減し、この点で本プロジェクトは 2006 年秋期コースにおいて当初計画の 30 名の

受講生を確保するため、真剣かつ最善の努力を必要としている。一方、プロジェクト終了までに、

モジュール・セミナーと特別セミナーへの参加者を含めた合計 500 名の参加者という目標は達成さ

れる見込みである（調査時点においてコース受講者 70 名、セミナー参加者約 420 名）。また、コー

スカリキュラム、教材開発も適切に行われており、有効性が高いことが確認された。 

 一方で、質の高い研修コースを運営しながら目標数値を確保していくために、開発したコースの

プロモーション活動と、より多くの受講希望者を募るための体系的な仕組みを構築していく努力が

必要である。IPS に設置された MSDC の高い評判を、今後、更に幅広く民間セクター間に広めてい

く必要があり、その意味で、質の高い卒業生を輩出するとともに多数のコース応募者を得ることに

よる好循環を形成していくことが、プロジェクトの有効性向上のための重要課題である。 

 

 ２－２－３ 効率性 

 本プロジェクトは高い効率性をもつと評価される。 

 

 日本側の投入として、過去２年半の間に合計３名の長期専門家と、延べ 11 名の短期専門家が日本

から派遣された。終了時評価のアンケート、及びインタビュー調査からは、これら専門家の専門分

野、資質、派遣タイミングがプロジェクト成果を達成するのに十分に貢献したと判断できる。また、

合計６名の IPS 講師・管理者と、受講生のうち、成績優秀な 16 名のブルガリア企業マネージャーが

本邦研修を受け、日本式の実践的な経営スキル研修の手法と経営手法の双方の理解を通じた能力向

上を実現した。 

 ブルガリア側投入として、高い意欲とプロジェクト目標やインパクトに関する高い理解度を有す

る５名の C/P が適切に確保され、日本側とブルガリア側のコミュニケーションとチームワークも大

変優れた水準で確保された。C/P と日本人専門家が参加する週１回の定例会議と必要に応じた会議

が開かれ、JCC も適切に機能した。 

 しかし、関連機関や SME を含む民間セクター、潜在顧客や卒業生との強固な協力関係構築の重要

性を考えると、IPS に設置された MSDC の管理・運営が今後、一層、組織化・効率化されることが

必要である。 

 

 ２－２－４ インパクト 

 本プロジェクトはより大きなインパクトを実現する高い可能性を有するが、終了時評価の段階で

は相対的に限定的なインパクトを実現すると評価される。 
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 終了時評価のインタビュー調査では、定期コース受講生が IPS の MSDC 研修によって経営の実践

的な知識とスキルの両面での大きな向上があったと認識しており、ブルガリア SME の業績向上に寄

与し得ると考えられる。しかし、受講生と卒業生の規模は大きなインパクトを期待するには、依然

小さいレベルにとどまっている。「大学と関連するその他の機関が、開発されたセンターとコースを

財政的、制度的に支援継続する」という PDM 上の外部条件が確保されれば、本プロジェクトは終

了から３～７年後には上位目標の達成が可能と考えられるため、その際には本プロジェクトはより

大きなインパクトを実現することになる。さらに、本プロジェクトで実践的経営スキル研修手法を

開発・強化した IPS 講師陣は MSDC だけでなく IPS 本体を含む種々の大学や機関で講義や研修を実

施しており、プロジェクトのインパクトがより大きくなる可能性がある。 

 

 ２－２－５ 自立発展性 

 本プロジェクトは技術面での高い自立発展性を有するが、組織・財務両面の自立発展性において

脆弱性を有すると評価される。 

 

  （１）制度・組織面 

 IPS はこれまでの実績により大学院（社会人）教育における高い評価を有しており、ブルガ

リア政府もSME振興のための実践的な経営スキル研修実施機関としての IPSの重要性を認めて

いる。したがって、プロジェクトの期間中と終了後において政府からの政策支援が継続するこ

とが期待される。高度かつ実践的な経営スキル研修実施機関という MSDC の位置づけは明確に

定義されているが、このような位置づけと MSDC 活動に対する理解を、より多くの民間セクタ

ー関係者の間に一層広めていく必要がある。IPS に設置された MSDC は日常の業務運営・管理

のための基盤を構築しているが、日本人専門家と JICA ブルガリア事務所が多くの支援をして

きたことも事実である。また、本プロジェクトは APU との強固なパートナーシップに加えて、

ブルガリアの民間セクターや経済エネルギー省をはじめとする政府関連機関との効果的・具体

的な協力関係構築の基盤づくりに努力してきた。特に、APU との協力関係はプロジェクト実施

における重要な推進力となってきた。しかし、MSDC の存在と評判を更に高めていく余地が残

っており、組織面での自立発展性を確保するために、管理運営面で効果的な責任分担（共有）

とチームワーキングを更に進めていくための努力が必要とされている。 

 

  （２）財務面 

 IPS と経済エネルギー省による、人員配置を含めた MSDC 活動への予算措置努力は大きいも

のがあるものの、プロジェクト終了後の自立発展性の観点では IPS に設置された MSDC は財務

的困難を生じる恐れがある。現在の MSDC 研修コースの魅力の１つが、日本人専門家による日

本の経営経験に関する講義にあることは疑いがなく、IPS はプロジェクト終了後、このような

活動をカバーしていくための財務資源を探さなければならない。IPS はこれまで本プロジェク

トに対する強いコミットメントとともに、適切な経費負担を実施してきた。同時に、日本側も

プロジェクト実施にかかわる必要な経費を一定規模、負担していることも事実である。プロジ

ェクトの最も重要な活動である５か月間の定期コースは多くの経費を必要とするために、収益

源とならないことは明らかであり、IPS は MSDC 活動の収入増にかかわる戦略計画策定の必要

に迫られている。 
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 以上の観点から、MSDC の財務的脆弱性を克服するために民間セクター等からの寄付を含め

た MSDC 活動における収入増加のための戦略的計画を策定することが IPS にとって急務である。

同時に、長期的にはデジタルビデオディスク（DVD）や電子媒体研修（WBT）等の電子媒体を

利用した教材や訓練手法を開発し、収入増加策とすることも検討すべきであろう。その努力に

よって、ブルガリア国内のビジネス・マネージャーの間にMSDCの認知度を広めるだけでなく、

本プロジェクトのインパクトを近隣諸国や地域にも拡大することにもつながると考えられる。 
 

  （３）技術面 

 技術面では、本プロジェクトの自立発展性は大変高いと評価される。C/P は SME マネージャ

ー向けの実践的研修スキルを継続的に向上させるためのほぼ十分な能力を身につけている。さ

らに、プロジェクトチーム・メンバーはチームワークの重要性を強く認識するとともに、これ

までに１名の総務担当スタッフが離職したのを除けば、全メンバーが継続して MSDC に従事し

ているとみられるように、彼らが IPS にとどまる可能性は高いと考えられる。 

 

２－３ 結 論 

 本プロジェクトは開始から２年半を経過し、注目に値する発展を遂げており、プロジェクト終了ま

でにプロジェクト目標を達成する見込みである。本プロジェクトはブルガリアの民間セクター開発分

野、特に SME の発展にかかわる我が国と同国との間の協力の成功例とみなされるべきであろう。IPS
はプロジェクトの残り期間及びプロジェクト終了後におけるMSDC活動に対する強いコミットメント

を有している。同時に日本側も本プロジェクトの残り期間中の支援を継続する予定である。 
 一方、MSDC の組織的、財務的な自立発展性を確保するために、IPS は関連する諸機関とともに、

より一層の努力を払うことが必要である。プロジェクトの自立発展性を確保していくために、本プロ

ジェクトの終了を見据えた全体的な戦略と行動計画を実施できるように、IPS に設置された MSDC の

計画・管理機能をさらに強化・洗練させていくことが最も重要である。 
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第３章 調査団所見 
 

（１）体制崩壊後の知的支援について 

 法制度改革等への知的支援には、一般論として技術移転対象者、いわゆる C/P の意識改革が求め

られる。その意識改革が限りなく「無」から「有」への改革であれば比較的容易であるかもしれな

いが、体制崩壊後の意識改革の場合、社会体制への価値観（イデオロギー）が「有」から全く逆の

「有」への転換を迫られるだけに、その過程で前者の「有」をいかに消失できるかが大きく問われ

る。実は、一歴史の社会化（Socialization）の過程で沁みついた人々の体質、その頑迷さに遭遇する

とき、我々の企てる技術移転がいかに困難であるかを思いしらされる。その対象者が旧体制の中枢

者であったとすれば、その頑迷さはより深奥である。歴史の歯車は酷にも「人間改造」なのか「人

間交替」なのかも問うているのであるが、ブルガリアの場合、体制移行が緩やかであっただけに、

旧体制下の中枢的存在者も比較的温存された人的構造になっている。つまり、改革への是非は前者

「人間改造」への問いに等しいのがブルガリアの現実である。しかしながら、是非は問うても誰し

も生存権があり、そのための生活の知恵があるのであり、その意味では誰しもが歴史の犠牲者との

見方もできる。その思いに至るとき、創立 82 年を経る旧体制下からの名門国立大学ソフィア総合経

済大学（UNWE）の教授陣が C/P である本プロジェクトにおいて、彼等の頑迷さを一概に元凶扱い

にはできない。すなわち「人が変わらなければ、何も変わらない」のは摂理であるが、体制崩壊後

の知的支援には PDM など表面上の言動からは読み切れない歴史が刻んだ「心」の問題が内在して

おり、その本質的な解決には 2007 年に予定されている EU 加盟など一定の歴史的時間を要するので

はないかと、本プロジェクトの終了時評価に携わってその思いを抱いた次第である。 

 

（２）キャパシティ･ディベロップメントについて 

 キャパシティ･ディベロップメントの理論によれば、技術移転は人(C/P)から組織へ、さらに社会・

制度へと段階的にステップアップすることを理想としている。したがって、まず援助する側として

は C/P への技術移転を全うすることが責務であり、プロジェクト目標の設定もおおむねそのレベル

に置かれている。今次の調査では、日本人専門家の指導や本邦研修を通じ、C/P への技術移転は概

略、順調であったことが確認された。その意味ではプロジェクト目標の達成はプロジェクト終了時

までに可能であると判断される。しかしながら、その技術が定着し、組織強化（インスティテュー

ショナル・ビルディング）につながったかという点については、依然として課題が残る結果となっ

た。その背景には本プロジェクトが大学院の一活動として位置づけられて発足した経緯がある。す

なわち、組織自体が自立したものではなく、プロジェクト運営にかかわる人員は大学教授との兼任、

収支予算も大学と不分離した運営となっている。この事実が組織強化の隘路となっており、ひいて

は自立発展性（サスティナビリティ）の脆弱性をもたらしている。自立発展への財政的脆弱性につ

いては既に中間評価時に指摘されており、従事した長期専門家など日本側からも間断なく指摘され

てきた。しかしながら、今次の調査でも施設改善への取り組みなどブルガリア側の自助努力が明瞭

に確認された面もあったが、自立できる組織運営への抜本的改革という点では結局、見るべきもの

は少なかった。 
 技術協力において幾多の案件がプロジェクト目標、いわゆる C/P への技術移転は成功裡に行われ

るものの、組織強化や自立発展性には課題を残す結果となっている。本プロジェクトも同じ轍を踏

むことになるのか、その行方は残る６か月での取り組みいかんにかかっている。 
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 終了時評価にあたって、キャパシティ・ディベロップメントの過程における組織強化、自立発展

性のためにはパートナーの自助努力がいかに重要かを認識させられ、同時にその過程でのドナー側

の関与責任についても、多くの示唆を含む案件であることを感じた次第である。 

 

（３）ミニッツの協議・締結について 

 プロジェクト目標である人材育成と、ビジネス人材育成コースの設定･運営が可能となった事実に

ついては、双方の認識に相違がないことからミニッツに署名し、３年間による本プロジェクトの終

了に合意した。ブルガリア側は技術移転の成果、特に日本的経営手法に係る人材育成に高い評価と

感謝を示した。本プロジェクト関係者の熱意と努力が、両国の友好関係に多大な貢献をもたらした

ことは紛れもない事実であり、賞賛に値する。 

 しかしながら、自立発展性については上述したように、先方は現行の運営・管理体制を維持しつ

つ改善努力するとの姿勢を堅持するのみであり、財政の自立をめざした組織強化、そのための人員

の配置と活動についての具体的な提案は示されなかった。逆説的ではあるが、大学院の１事業とし

て存在する本プロジェクトは、自己完結型の組織・事業運営とはいえないだけに、C/P である大学

教授の余禄が減ることはあっても、自立発展性を問うこと自体がナンセンスな側面を有している。

そのことが、今後も現状の体制で事業運営の継続を図るとの安易性をもたらす一因となっている。

「己れの非」を認めたくないとの心情よりも冒頭に述べた頑迷さに通じる固い「殻」なるものの存

在を感じさせ、そのことが平行した議論をもたらす「壁」になっているように思われた。このよう

に、組織強化と自立発展性への改善法に基本的認識の違いがあることから、双方の合意案としてブ

ルガリア側の責任を問うような表現ぶりを後退させ、全般的に今後の更なる努力を期待するとのマ

イルドな表現にとどめざるを得なかった。 

 いずれにせよ、今後の自立発展の行方は、進行中の秋募集の結果、そして残る６か月間の自助努

力により、最終的に示唆されることになろう。 

 なお、経済エネルギー省、IPS 双方から今後の協力への期待が表明されたが、調査団の権限は終

了時評価のみに限定的である旨の当方からの説明により、議論の対象とはしなかった。 
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第４章 提     言 
 

 今回の調査事項の分析を基に、終了時評価調査団は IPS が本プロジェクト終了後にオーナーシップ

を発揮して MSDC 活動を実施していくために、プロジェクトの残り期間中に次の対応を取るように勧

告した。 

（１）モジュール・セミナーと特別セミナーを更に開催し、MSDC の知名度と収入の増加を図るこ

と。 

（２）卒業生に対するアンケート調査を実施し、どのような MSDC によるアフターサービスが期待

されているかを把握するとともに、卒業生のフォローアップと継続的なモニタリングを実施す

ること。 

（３）複数の卒業生を短時間の講師として招聘し、MSDC 卒業後の彼ら自身の経営面での実践にか

かわるケースを紹介してもらい、定期コースの実践的かつビジネス的側面の強化と民間セクタ

ーとの関係強化を図ること。 

（４）MSDC ウェブサイトをより頻繁に更新し、様々なプロモーション活動を強化すること。 

（５）開発されたコース教材を体系的に蓄積・維持していく仕組みを構築し、最終的には MSDC 図書

館を実現するように準備を進めること。 

（６）MSDC 発展のために、経済エネルギー省やブルガリア SME 振興庁との協力関係を継続・強

化して、継続的支援を得られるようにすること。 
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